
下関景況天気図
市内中小企業景況調査（令和６年４～６月期）

直面している経営上の問題点　

産　業 １　位 ２　位 ３　位

製　造　業 原材料価格の上昇 従業員の確保難 生産設備の不足 ・ 老朽化

建　設　業 材料価格の上昇 民間需要の停滞 従業員の確保難

卸　売　業
仕入単価の上昇

従業員の確保難
販売単価の低下 ・ 上昇難 人件費の増加

小　売　業 消費者ニーズの変化への対応 需要の停滞 購買力の他地域への流出

サービス業 材料等仕入単価の上昇 従業員の確保難

利用者ニーズの変化への対応

熟練従業員の確保難

需要の停滞

天 気 図 の 見 方
縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15%

快晴 晴 薄日 曇り 小雨 雨 大雨

41 以上 26 ～ 40 11 ～ 25 10 ～▲ 10 ▲ 11 ～▲ 25 ▲ 26 ～▲ 40 ▲ 41 以下

※ＤＩ値 ： 「増加」 ・ 「好転」 したとする企業割合から、 「減少」 ・ 「悪化」 したとする企業割合を差し引いた値のこと

業　　況 売　　上 採　　算 資金繰り

前期 今期 来期 前期 今期 来期 前期 今期 来期 前期 今期 来期

全　産　業

縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15%

▲ 37.8 ▲ 14.6 ▲ 28.9 ▲ 35.6 ▲ 22.0 ▲ 10.0 ▲ 42.2 ▲ 22.0 ▲ 28.0 ▲ 19.6 ▲ 18.4 ▲ 24.5

製　造　業

縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15%

▲ 28.6 0.0 ▲ 50.0 ▲ 14.3 ▲ 12.5 0.0 ▲ 14.3 0.0 ▲ 50.0 0.0 ▲ 12.5 0.0

建　設　業

縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15%

▲ 50.0 ▲ 8.3 ▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 41.7 ▲ 8.3 ▲ 37.5 ▲ 25.0 ▲ 33.3 ▲ 11.1 ▲ 18.2 ▲ 25.0

卸　売　業

縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15%

▲ 37.5 ▲ 33.3 ▲ 50.0 ▲ 25.0 ▲ 11.1 ▲ 11.1 ▲ 37.5 ▲ 33.3 ▲ 33.3 ▲ 11.1 ▲ 11.1 ▲ 22.2

小　売　業

縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15%

▲ 55.6 ▲ 40.0 ▲ 40.0 ▲ 66.7 ▲ 30.0 ▲ 20.0 ▲ 66.7 ▲ 40.0 ▲ 30.0 ▲ 44.4 ▲ 40.0 ▲ 50.0

サービス業

縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15% 縮小 15%

▲ 18.2 11.1 11.1 ▲ 36.4 ▲ 9.1 ▲ 9.1 ▲ 27.3 ▲ 9.1 0.0 ▲ 9.1 ▲ 9.1 ▲ 20.0

※前期 （令和6年1月～3月期 実績）、 今期 （令和6年4月～6月期 実績）、 来期 （令和6年7月～9月期 見通し）

調査対象企業数50社 （製造業８社、 建設業12社、 卸売業９社、 小売業10社、 サービス業11社）

ＤＩ値

天気

～業況は全産業で雨が弱まった～
産業別ではサービス業は薄日となったが、 卸 ・ 小売業は依然雨が続いている

「中小企業の賃金改定に関する調査」
　　　　の集計結果について

日商・東商
調査報告

～中小企業の賃上げ率は正社員で3.62％、パート・アルバイト等で3.43％～
日本商工会議所ならびに東京商工会議所（ともに小林健会頭）は、標記調査を実施し、別添のとおり結果を

取りまとめましたので、お知らせいたします。
本調査は、物価上昇や人手不足を背景に賃上げの機運が高まり、雇用の７割を支える中小企業の賃上げへの

関心が高まるなか、中小企業の賃上げの実態を詳細に把握し、今後の要望活動に活かしていくために実施しま
した。調査結果のポイントは以下のとおりです。

（https://www.jcci.or.jp/news/research/2024/0605110001.html）

2024年度に「賃上げを実施予定」とする企業は74.3%と7
割を超え、１月調査から13.0ポイント増。うち「防衛的な
賃上げ」は59.1％と依然6割近く。
「賃上げを実施予定」とする企業は、卸売業、製造業で8
割超え。 最も低い医療・介護・看護業で5割強（52.5%）と
全業種で半数以上が賃上げ。
情報通信業、宿泊・飲食業、金融・保険・不動産業で「前向
きな賃上げ」が5割超に達する一方、運輸業では「防衛的
な賃上げ」が7割超（72.2％）と業種により差。

正社員の「賃上げ額（月給）」は加重平均で9,662円、「賃上
げ率」は3.62%。従業員数20人以下の企業では8,801円、
3.34％。
「5％以上の賃上げ」は２割強（全体：24.7％、20人以下：
23.5％）、「4％以上の賃上げ」は３割強（全体：35.8％、20人
以下：32.3％）

ポイント①：2024年度の賃上げ ●2024年度の賃上げ、防衛的賃上げ 【全体集計】

ポイント②：正社員の賃上げ ●正社員の賃上げ額・率（加重平均）【全体集計、従業員規模別集計（20人以下）】

パート・アルバイトの「賃上げ額（時給）」は加重平均で37.6
円、「賃上げ率」は3.43%。従業員数20人以下の企業では、
43.3円、3.88%。
「5％以上の賃上げ」は３割近く（全体：27.5％、20人以下：
29.7％）、「4％以上の賃上げ」は４割超（全体：43.6％、20人以
下46.4％）と、大幅な賃上げを行う企業の割合が高い。

ポイント③：パート・アルバイト等の賃上げ ●パート・アルバイト等の賃上げ額・率（加重平均）【全体集計、従業員規模別集計（20人以下）】

最低賃金の上昇幅が大きく、物価高も続く中で、賃上げの圧力は高まっているが、原資が確保できなければどうにもならない。利益を
削っているのが現状で、賃上げに応えられるかは価格転嫁できるかにかかっているが、不透明である。 （東北・製造業）
人手不足の中で賃上げに取り組んでいる。就業調整の要因となる130万円の壁について一時的な措置ではなく、抜本的な対策をして
欲しい。 （中国・小売業）

賃上げに関する中小企業の声（自由回答欄より抜粋）

調査結果は
こちら

（１）調査地域：全国47都道府県
（３）調査方法：各地商工会議所職員による調査
（５）回収商工会議所数：380商工会議所

（２）調査期間：2024年４月19日～５月17日
（４）回答企業数：1,979社
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